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タイトル
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しました。
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令和４年第３回南島原市議会　定例会

　　　○議案の概要　〔P１〕

（追加議案）　参　考　資　料

　南 島 原 市



令和４年第３回南島原市議会定例会　追加議案
通し番号

議案第42号 令和４年度南島原市一般会計補正予算（第５号）
総 務 部
財 政 課

報告第16号
専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定について）

環 境 水 道 部
上 下 水 道 課

同意第3号 監査委員の選任について

＊補正予算（案）の概要があります。

＊地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会において指定されている事項について専決処分したので、同条第２
項の規定により報告するもの。

＊監査委員に選任することについて、地方自治法第１９６条第１項の規定により、同意を求めるもの。
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議案第 4 2号

令禾ロ4年度南島原市一般会計補正予算 (第 5号)

令和 4年度南島原市の一般会計補正予算 (第 5号) は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算の補正)
第 1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 3 4 6, 9 7 7千円を増額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

3 4,016,2 0 7 千 円 とす る。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1表歳入歳出予算補

正三」による。

令和 4年 10 月 14 日提出

南島原市長 松 本 政 博



第 1 表 歳 入 歳 出 予 算 補‐正
歳 入

款 項 補正前の額 補正額 計

15.国庫支出金 5,142,293 346,977 5,489,270

2. 国庫補助金 2,049,674 346,977 2,396,651

歳 入 合 計 33,669,230 346,977 34,016,207

単位 :千円

ー 1 ‐‐
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歳 出 単位 :千円

款 , 項 . 補正前の額 補正額 計

3. 民生費 10,460,725 346,977 10,807,702

1.社会福祉費 5,541,668 346,977 5,888,645

.歳 出 合 計 33,669,230 346,977 34,016,207



南島原市一般会計補正予算に関する説明書



歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
1 総 括
(歳 入) 単位 :千円

款 補正前の獅頂 補正額 計

15.国庫支出金 5,142,293 346,977 ‐ 5,489,270

歳 入 ‐ 合 計 33,669,230 . 346,977 34,016,207

- 1 -



- 2 -

(歳 出)

款 補正前の額 補正額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

・ 特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

3. 民生費 10,460,725 346,977 10,807,702 346,977 0 0 0

歳 , 出 合 計 33,669,230 346,977 34,016,207 .346,977 0 0 0

単位 :千円



2 ‐ 歳 入

(款) 15国庫支出金 (項) 2 国庫補助金

目 ‐ 補正前の額 補 正 額 計
節 -

説 明
区 分 金 額

2.民生費国庫補助金 363,923 346,977 710,900 1.社会福祉費国庫補

助金
346,977 福祉課 346,977

子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金 346,977

計 2,049,674 346,977 2,396,651

単位 :千円

ー 3 ー
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3 歳 出
(款 ) 3. 民生費 (項)1. 社会福祉費

目 補正前の額 補 正 額 計
補 正、額 の 財 源 内 訳

節
事 業 説 明特 定 財 - 源 一般財源

国県支出金 地方債 ‐ その他 区分 金額
1.社会福祉総務

費
1,193,121 346,977 1,540,098 346,977

′

・
.

・

‐

‐

」

、

1. 報 酬 701 臨時福祉給付金支給事業 346,977

人事課 127

社会保険料 127
福祉課 346,850

一般事務員報酬 701

会計年度任用職員通勤費用弁償 50
消耗品費 546

印刷製本費 420
通信運搬費 2,367

手数料 748

システム開発委託料 1,961

コピー使用料 57

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金
340,000

4. 共済費 127

8. 旅 費 ・ 50

10. 需用費 966

11‐役務費 3,115

12‐委託料 1,961

13‐使用料及び賃

借料
57

18‐負担金補助及

び交付金
340,000

、計 5,541,668 346,977 5,888,645. 346,977

単位 :千円



給 与 費 明 ′糸田 書
1 一般職

1 紹ミ

区 分
職員数
(人)

給 与 費
共済費 合 計 備 考

報 酬 給牽斗 職員手当 計

補正後
( 1 )

1,087
606,853 1,657,248 1,370,191 3,634,292 715,536 4,349,828

補正前
( 1 )

1,086
606,152 1,657,248 1,370,191 3,633,591 715,409 4,349,000

比 較
I

701 O O 701 127 828

単位 :千円

- 5 -

職員手当
の内訳

区 分 扶養手当 住居手当 管理職
手 当

特殊勤務
手 当 通勤手当 時間外

手 当
夜 間
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 単身赴任

手 当
地域手当‐退職手当

補正後 74,304 32,381 32,798 O 29,922 145,433 786 O 445,386 287,224 O 151 321,806

補正前 74,304 32,381 32,798 O 29,922 145,433 786 O 445,386 287,224 O 151 321,806

比 較 O O O O O O O O O , O O O O
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備考
ア 会計 度壬用職。j2外の

区 ,分
職員数
(人)

給 与 費
共済費 合 計 備 考

報 酬 給 料 職員手当 計
補正後 ( 1 )

420 1,657,248 1,317,901 2,975,149 ・ 610,310 3,585,459

、 ‐

補正前 ( 1 )

420 ー
1,657,248 1,317,901 2,975,149 610,310 3,585,459 ・

比 較 O
・ O O O 、、 O O

職員手当
の内訳

区 分 扶養手当 住居手当 管理職
手 当

特殊勤務
手 当 通勤手当 時間外

手 当
夜 間 ,
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 単身赴任

手 ′当 地域手当 退職手当

補正後 74,304 32,381 32,798 29,922 145,433 786 393,096 287,224 151 321,806

補正前 74,304 32,381 32,798 29,922 145,433 786 393,096 287,224 151 321,806

比 -較 O O O ′ O O O O O O O ・ O O O

備考 1この表は給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員 事業 弁に係る職員を己む で予 の積 となったものについて記 しておりま 。

2()内は、短時間勤務職員について外書きで記載しております。

区 分 職員数
(人)

‐ 給 与 費
‐

共済費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職員手当 計

補正後 667 606,853 ー 52,290 659,143 105,226 764,369
、

補正前 666 606,152 ・ 52,290 658,442 105,099 763,541

比 較 I 701 .O 701 127 828
′
′

イ

職員手当
の内訳

区 分 扶養手当 住居手当 管理職
手 当

特殊勤務
手 当 通勤手当 時間外

手 当
夜 間
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 単身赴任

手 当 地域手当 退職手当

補正後 ‐ 52,290

補正前 52,290

比 較 、 r ・
‐

′

O
‐

ー

備考 1この表は報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員 (事業費支弁に係る職員を含む) で予算の積算となったものについて記載しております。



区 分 増減額 増減事由別内訳 説 明 ノ 備 ‐考

給 料 O

. ・

′

報酬 701

会計年度任用職員の増 701会計年度任用職員の増
」 、

ノ

職員
手当 O

′- ・

、

」

′

単位 :千円2 ‘愈ハ び 哉口手当肱の増減 の′、ゴ

ー 7 -



令和 4年度南島原市一般会計補正予算 (第 5号)(案)の概要

令和 4年 10 月 14 日

南島原市総務部財政課
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◎令和4年度 南島原市一般会計補正予算 (第 5号)(案)
の概要

令和 4年 9月 2 0 日、令和 4年度一般会計新型コロナウイル

ス感染症及び原油価格・物価高騰対策予備費使用が閣議決定さ

れ、住民税非課税世帯等に対する給付金の支給に必要な経費が

措置されました。これを受け、市内在住の住民税非課税世帯等

に対し、 1世帯当たり5万円の給付金を速やかに支給するため

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業に要する経

費を計上いたしました。

① 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業に

要する経費 3億 4,‐6 9 7万 7千円

その結果、令和 4年度第 5号補正予算の総額は、
′

一般会計 3億 4,6 9 7万 7千円

で、これを現計予算と合算すると、

一般会計 3 4 0億 1,6 2 0万 7千円

となります。

これを令和 3年度 9月補正後予算と比較すると、

一般会計 18 億 3,2 4 0万 4千円の減

とな り、伸び率は、

一般会計 5.1% の減

となっています。

原油価格・物価高騰対策関連経費

◆電力 ・ガース・食料品等価格高騰対策に要する経費

3 4 6,9 7 7 千円

電力 ・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業 346,977千円
〈目的〉

電力 ・ガス ・食料品等の高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影

響が大きい低所得世帯に対し、その生活を支援し、もって世帯の生活

の安定に資す る。

〈基準日〉
令和 4 年 9 月 3‐0 日

(対象者〉 -

①住民税非課税世帯
基準日において、南島原市に住民票があり、同一の世帯に属する人

全員が令和 4年度分の住民税均等割非課税である世帯。

②家計急変世帯
令和 4年度住民税課税世帯で、予期せず令和 4年 1月以降収入が減

少‐し、世帯全員が住民税非課税相当 となった世帯。

(対象世帯数〉
6 , 8 0 0 世帯 (① 6 , 7 5 0 世帯、② 5 0 世帯 )

〈支給額〉
1世帯あたり5万円

(事業費内訳〉
緊急支援給付金 3 4 0, 0‐0 0 千円

事務費 6 ,9 7 7 千円
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◎令和4年度南島原市補正予算 (案)の総額

会計別補正予算内訳表

.

-

.

令和4年度

現計予算額

A

令和4年度

補正予算額
(案)
B

令和4年度

補正後予算額

C(A+B)

令和3年度

9月補正後予算額

D

増減額

E(C-D)

増減率

(E/D)

補正予算の主な内容

一般会計 ①

重 点

そ の 他

公 債 費

33,669,230 346,977 34,016,207 35,848,611 ▲ 1,832,404 ▲ 5.I

電気・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業
346,977

重 点 2,950,147 2,950,147 3,918,426 」L 968,279 ▲ 24‐7

そ の 他 26,334,137 346,977 26,681,114 26,609,963 ′71,151 0.3

公 債 費 4,384,946 4,384,946 5,320,222 」L 935,276 ▲ 17‐6

国民健康保険事業特別会計 8,065,838 O 8,065,838 8,030,691 35,147 0.4
・

、

後期高齢者医療特別会計 759,887 O 759,887 697,795 62,092 8‐9
′

-
- ▲ ・

特別会計合言十 ② 8,825,725 O 8,825,725 、 8,728,486 97,239 1.I --

水道事業会計 1,946,095 O 1,946,095 1,907,937 38,158 2.O

下水道事業会計 872,896 O 872,896 866,609 6,287 0.7
・

企業会計合計 ③ 2,818,991 O 2,818,991 2,774,546 44,445 1.6
′

合計 (①+②十③) 45,313,946 346,977 45,660,923 47,351,643 ▲ 1,690,720 ▲ 3‐6
.

‐

企業会計の予算額は収益的支出と資本的支出の合計額となります。



◎令和 4年度 一般会計補正予算 (第5号)( 案) 歳入内訳

年 度

款 別

令和4年度

現計予算額

① 構成比

令和4年度
補正予算 (第5号)

(案)

② 構成比

令和 4年度

補正後予算額

③ 構成比

令和3年度

9月補正後予算額

④ 構成比

増減額・率

補正予算の主な内容令和4年/令和 3年

③-④ ⑤ ⑤/④構成比 構成比 構成比 構成比 ⑤/④

1市 税 3;312,206 9.8 3,312,206 9.7 3,261,351 .9.1 50,855 1.6 ＼

2地 方 譲 与 税 263,362 0.8 263,362 0‐8 238,284 0.7 25,078 10.5

3利 子 割 交 付 金 1,800 0.0 1,800 0.0 2,000 0.0 ▲ 200 ▲ 10.0

4配 当 割 交 付 金 8,000 0‐0 8,000 0.0 8,000 0.0 0 0.0

5株式等譲渡所得割交付金 7,000 0.0 7,000 0.0 7,000 0.0 0 0‐0

6 法 人 事 業 税‐交 付 金 25,000 0.I 25,000 0‐1 7,600 0.0 17,400 228‐9

7地 方 消 費 税 交 付 金 1,048,000 3.1 ′ 1,048,000 3‐I 910,000 2‐5 138,000 15.2

8 ゴル フ場利用税交付金 5,000 0‐0 5,000 0‐0 5,000 0‐0 ‐ 0 0‐0

9環 境 性 能 割 交 付 金 15,000 0.0 15,000 0‐0 11,000 0.0 4,000 36.4 、

10地 方 特 例 交 付 金 9,922 0.0 9,922 0.0 40,822 0‐I 」L 30,900 ▲ 75.7

11地 方 交 付 税 12,787,688 38‐O 、 12,787, 、688 37.6 12,763,421 35‐6 24,267 0‐2

12交通安全対策特別交付金 4,000 0.0 4,000 ‐ 0‐0 4,000 0.0 0 0.0

13分 担 金 及 び 負 担 金 65,980 0.2

▲

′
65,980 0.2 68,850 0‐2 ▲ 2,870 ▲ 4.2 r

14使 用 料 及 び 手 数 料 496,217 1.5 496,217 1.5 520,634 1‐5 」L 24,417 ▲ 4‐7

15国 庫 支 出 金 5,142,293 15.3 346,977 100.0 5,489,270 16‐1 5,219,832 14.6 269,438 5‐2 子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金346,977

16県 支 出 金 3,538,571 10.5 3,538,571 10‐4 3,652,575 10‐2 」L I14,004 ▲ 3.1
、

17財 産 収 入 226,751 0‐7 226,751 0.7 37,737 0‐I 189,014 500‐9

18寄 附 金 702,201 2.1 702,201 2‐1 1,021,503 2.9 」L 319,302 ▲ 31‐3

19繰 入 金 2,473,363 7.4 2,473,363 7.3 2,048,456 5.7 424,907 20.7

20繰 越 金 281,168 0‐8 281,168 0.8 1,487,190 4‐1 」L 1,206,022 ▲ 81.1

21 諸 収 入 249,508 0.7 249,508 0‐7 316,456 - 0.9 ▲ 66,948 ▲ 21‐2

22市 債 3,006,200 9.O 3,006,200 8.9 4,216,900 11‐8 」L 1,210,700 ▲ 28.7

合 計 33,669,230 100.0 346,977 100.0 34,016,207 100‐0 35,848,611 100.0 ▲ 1,832,404 ▲ 5‐1

(単位 :千円、%)
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◎令和4年度 一般会計補正予算 (第5号)( 案) 歳出目的別内訳

(歳 出)
年 度

款 別

令和4年度
現計予算額

① 構成比

令和 4年度 -

補正予算 (第5号)
(案)

② 構成比

令和 4年度 ,

補正後予算額

③ 構成比

令和3年度
9月補正後予算額

④ 構成比

増減額・率

補正予算の主な内容令和 4年/令和 3年

③-④ ⑤ ⑤/④構成比 ⑤/④構成比 構成比 構成比

1議 会 費 214,513 0.6
・

0.0 214,513 0.6 194,097 0‐6 20,416 10.5
・ 、

、 ′

2総 務 費 4,182,358 12.4 0.0 4,182,358 12.3 3,934,969 11.0 247,389 6.3

、 ′

3民 生 費 10,460,725 31.1 346,977 100.0 10,807,702 31‐8 10,369,205 28.9 438,497 4.2 電気・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業346,977

4衛 生 費 2,911,028 8.6 0.0 2, 911,028 8.6 2,750,647 7.7 160,381 5‐8 .

5労 働 費 533 0‐O ′ 0.0 533 ,0.0 533 0.0 0 0.0

6農 林 水 産 業 費 2,866,588 8.5

、

′

・

0.0 2,866,588 8‐4 2,088,838 5‐8 777,750 .37.2 .
＼

.
1

7商 工 費 1,176,351 3.5 0.0 1,176,351 3.5 1,045,722 2‐9 130,629 12‐5

8 土 木 ・ 費 3,357,520 10.0 0.0 3,357,520 9.9 3,608,574 10.I ▲ 251,054 ▲ 7.0 rr
′

9消 防 費 1,374,426 4.I

・

0.0 1,374,426 4.O 1,279,369 3.6 95,057 7.4
. ,

r

10教 育 費 2,618,478 7.,8 0.0 2,618,478 7.7 3,548,064 9.9 ▲ 929,586 ▲ 26‐2

11災 害 復 旧 費 71,764 0.2 0.0 71,764 0.2 1,658,371 4.6 」L 1,586,607 ▲ 95.7
‐ ,

′

12公 債 費 4,384,946 13.O
・

0.0 - 4,384,946 12.9 5,320,222 14.8 ▲ 935,276 ▲ 17.6 '

13 予 備 ‐費 50,000 0.2 r 0.0 50,000 0.1 50,000 0‐1 0 0‐0

合 計 、 33,669,230 100.0 346,977 100.0 34,016,207 100.0 35,848,611 100.0 ▲ 1,832,404 ▲ 5.1

(単位 :千円、%)
増減額・率



◎令和 4年度 一般会計補正予算 (第5号)( 案)/ 歳出性質別内訳

年 度

性質別

令和4年度
現計予算額

① 構成比

令和4年度
補正予算 (第5号)

(案)
② 構成比

令和4年度
補正後予算額

③ 構成比

令和3年度
9月補正後予算額

④ 構成比

増減額・率
補正予算の主な内容令和 4年/令和 3年

③-④ ⑤ ⑤/④構成比 構成比 構成比 構成比 ⑤/④

1人 件 費 4,642,516 13.8 828 0.2 4,643,344 13.7 4,482,709 12.5 160,635 3.6 会計年度任用職員報酬等

2物 件 費 4,279,918 12.7 6,149 1.8 4,286,067 12.6 4,108,199 11‐5 177,868 4.3
郵便料 2,367、システム開発委託料 1,961、口座振替手数料
748、一般消耗品費 546、印刷製本費 420など

3維 持 補 修 費 30,535 0.1 0.0 30,535 0.I 32,333 0.1 ▲ 1,798 ▲ 5.6 ‘

4扶 助 費 6,192,240 18.4 340,000 98‐O 6,532,240 19‐2 ‐ 6,132,172 17.1 400,068 6.5 電気・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金340,000

5補 助 費 等 5,081,350 15‐1 0‐0 5,081,350 14.9 5,094,512 14‐2 ▲ 13,162 ▲ 0.3

6普 通 建 設 事 業

(1)補 助 事 業

(2)単 独 事 業

(3)県営事業負担金

5,917,995 17.6 0 0.0 5,917,995 17.4 5,796,886 16.2 121,109 2.1

(1)補 助 事 業 3,327,084 9.9 0.0 3,327,084 9‐8 2,909,159 8.I 417,925 14.4

(2)単 独 事 業 2,445,700 7.3 0.0 2,445,700 7‐2 2,693,574 7.5 」1 247,874 ▲ 9.2

(3)県営事業負担金 145,211 0‐4 0.0 145,211 0.4 194,153 0.6 」L 48,942 ▲ 25.2

7災 害 復 旧 費

(1)補 助 事 業

(2)単 独 事 業

(3)県営事業負担金

71,764 0.-2 0 0.0 71,764 0.2 1,647,200 4.6 ▲ 1,575,436 ▲ 95‐6 ・
ー

(1)補 助 事 業 0 0.0 0.0 0 0.0 1,129,000 3‐2 ▲ 1,129,000 皆減

(2)単 独 事 業 71,764 0.2 0.0 -71,764 0.2 518,200 1.4 ▲ 446,436 ▲ 86.2

(3)県営事業負担金 0 0.0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0‐0

8公 債 費 4,384,946 13.O 0.0 4,384,946 12.9 5,320,222 14.8 」L 935,276 ▲ 17‐6 ・

9積 立 金 362,623 1‐I 0.0 362,623 1.I 557,643 1.6 」L I95,020 ▲ 35.O

10投 資 及 び 出 資 金 0 0.0 0‐0 0 0.0 10,000 - 0.0 」・ 10,000 皆減

11貸 付 金 25,000 0.I 0‐0 25,000 、 0.I 25,000 0.1 0 0‐0

12繰 出 金 2,630,343 7.8 0.0 2,630,343 7.7 2,591,735 7.2 38,608 ‐1.5

13 予 備 ,費 50,000 0.I 0‐0 50,000 0‐1 50,000 0‐I 0 0.0

合 計 33,669,230 100‐0 346,977 100.0 34,016,207 100‐0 35,848,611 100‐0 ▲ 1,832,404 ▲ 5.1
、

‐



報告第 16 号

専決処分の報告について

(損害賠償の額の決定について)

地方自治法 (昭和 2 2年法律第 6 7号) 第 18 0条第 1項の規定に基づき、

別紙のとおり専決処分したので、同条第 2項の規定によりこれを報告する。

令和 4年 10 月 14 日提出

南島原市長 松 本 政 博



専決第 12 号

専 決 処 分 書

地方自治法 (昭和 2 2年法律第 6 7号) 第 18 0条第 1項の規定に基づき、

議会の議決により指定された市長の専決処分事項について、次のとおり専決処

分する。

令和 4年 9月 16 日

南島原市長 松 本 政 博

損害賠償の額の決定について

南島原市は、次により損害を賠償するものとする。

1 賠償の理由

令和 4年8月 17 日午前 9時 3 0分頃、上下水道課の会計年度任用職員

が、深江町の水質検査採水を終え衛生センター庁舎へ帰庁するために国道

2 51 号を走行中、南島原市有家町大苑 2 0番地 10 地先において、前方

不注視により、右折車待機のため停車中の相手方の車両に追突した事故に′

ついて、損害賠償の額を決定する必要があるもの。

2 賠償の金額

2 6 5,12 2 円

3 事故の責任割合

市 10 0% 相手方 0%

4 賠償する相手方

5 所管課

環境水道部 上下水道課



6 公用車修繕料

4 3 4,4 8 9 円



同意第3号

監査委員の選任について

‐次の者を南島原市監査委員に選任することについて、地方自治法 (昭和 2 2
.

・ ・ ・
,. -. ・ . ・ 1

年法律第 6 7号 ) 第 19 6条第 1項の規定により・、議会の同意を求める。

住所
氏名 宮崎 ・太

生年月日

‐令和 4年 10 月 14 日提出

南島原市長 松 本 政 .博


